
広報 22011年（平成23年）11月15日 【行政情報】

公営企業会計

特別会計

予算現額　391億5,502万円
収入済額　180億9,232万円（収入率46.5％）
支出済額　116億2,893万円（執行率29.7％）

会　　計
国民健康保険事業
介護保険事業
居宅介護サービス事業
農業集落排水事業
観光事業
下水道事業
土地取得事業
火葬場事業
後期高齢者医療事業

合計

予算現額
103億8,107万円
54億8,463万円
2,470万円

14億2,557万円
1億2,279万円
40億　492万円
5,911万円

1億　160万円
6億7,451万円

222億7,890万円

収入済額
40億7,716万円
20億6,310万円

666万円
1,366万円
2,952万円

1億4,878万円
0万円

4,305万円
2億1,558万円
65億9,751万円

収入率
39.3%
37.6%
27.0％
1.0%
24.0%
3.7%
0.0%
42.4%
32.0%
29.6%

執行率
42.9%
36.9%
46.1%
5.6%
58.0%
18.5%
68.6%
44.2%
20.3%
34.1%

支出済額
44億5,207万円
20億2,138万円
1,138万円
7,934万円
7,118万円

7億4,207万円
4,057万円
4,487万円

1億3,665万円
75億9,951万円

市 税

県支出金

地方交付税

市 債

そ の 他

国庫支出金

繰 越 金

地方譲与税

諸 収 入

17億8,383万円17億8,383万円
 3億9,448万円（22.1%） 3億9,448万円（22.1%）

83億3,250万円83億3,250万円
80億9,001万円（97.1%）80億9,001万円（97.1%）

79億6,252万円 79億6,252万円 
47億7,463万円（60.0%）47億7,463万円（60.0%）

69億3,036万円69億3,036万円
　　　　　0円（ 0.0%）　　　　　0円（ 0.0%）

55億3,741万円55億3,741万円
17億5,474万円（31.7%）17億5,474万円（31.7%）

46億8,538万円46億8,538万円
 2億7,223万円（  5.8%） 2億7,223万円（  5.8%）

 7億3,582万円 7億3,582万円
 1億8,061万円（24.5%） 1億8,061万円（24.5%）

 7億  700万円 7億  700万円
 4億2,407万円（60.0%） 4億2,407万円（60.0%）

 3億8,900万円 3億8,900万円
 1億3,163万円（33.8%） 1億3,163万円（33.8%）

そ の 他  9億9,051万円 9億9,051万円
 5億　309万円（50.8%） 5億　309万円（50.8%）

総 務 費
39億8,293万円39億8,293万円
16億7,724万円（42.1%）16億7,724万円（42.1%）

教 育 費 37億8,074万円37億8,074万円
11億5,552万円（30.6%）11億5,552万円（30.6%）

公 債 費

土 木 費

衛 生 費
23億7,035万円23億7,035万円
 9億4,181万円（39.7%） 9億4,181万円（39.7%）

消 防 費 20億9,584万円20億9,584万円
 8億5,491万円（40.8%） 8億5,491万円（40.8%）

農 林
水産業費

16億7,783万円16億7,783万円
 4億5,130万円（26.9%） 4億5,130万円（26.9%）

民 生 費
99億6,333万円99億6,333万円
35億1,434万円（35.3%）35億1,434万円（35.3%）

歳出上段：予算現額
下段：収入済額（収入率）

上段：予算現額
下段：支出済額（執行率）歳入

（4月～9月）

水道事業

簡易水道
　事業

  予算現額
20億3,028万円
18億1,804万円
1億2,043万円
3,360万円

40億   235万円

  収入済額
7億3,065万円
1億9,360万円
2,038万円
21万円

9億4,484万円

収入率
36.0％
10.6％
16.9％
0.6％
23.6％

執行率
28.7％
24.0％
20.3％
42.4％
26.2％

  予算現額
22億　534万円
27億6,064万円
1億1,975万円
7,571万円

51億6,144万円

  支出済額
6億3,269万円
6億6,211万円
2,426万円
3,214万円

13億5,120万円

収益的
資本的
収益的
資本的

会　　計
支　　出収　　入

合計

地方消費税
交 付 金

分 担 金
負 担 金

平成23年度上半期予算執行状況

一般会計
　特別会計は、特定の収入をもって事業を行う場合に、一般会計
と分けて経理する会計です。平成22年度は10会計となります。

　公営企業会計は、民間企業と同じような経営をしている事業の
会計で、水道事業と簡易水道事業の2会計があります。

※不足額は損益勘定留保資金などで補てんしました。会計ごとに1万円未満を
四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります

会　計
国民健康保険事業
老人保健事業
介護保険事業
居宅介護サービス事業
農業集落排水事業
観光事業
下水道事業
土地取得事業
火葬場事業
後期高齢者医療事業

合計

歳　入
103億4,528万円

422万円
48億8,660万円
9,953万円

1億6,830万円
8,015万円

21億6,166万円
4,265万円

1億  573万円
6億5,235万円
185億4,647万円

歳　出
99億6,947万円

422万円
46億6,593万円
9,953万円

1億6,780万円
8,015万円

21億4,361万円
4,265万円
9,737万円

6億5,184万円
179億2,257万円

差引額
3億7,581万円

0万円
2億2,067万円

0万円
50万円
0万円

1,805万円
0万円

836万円
51万円

6億2,390万円

会　計

水道事業
　　　収益的

　　　　　　　資本的

簡易水道事業
　収益的

　　　　　　　資本的
合計

収　入
20億1,150万円
3億9,369万円
1億2,234万円
3,495万円

25億6,248万円

支　出
17億7,344万円
13億9,397万円
 1億  190万円
8,811万円

33億5,743万円

差引額
2億3,806万円

▲10億   28万円
2,044万円

▲5,316万円
▲7億9,494万円

平成22年度末
市債残高
486億
1,388万円

水道事業債水道事業債
86億2,822万円(17.7%)86億2,822万円(17.7%)

総務債総務債
52億9,049万円(10.9%)52億9,049万円(10.9%)

臨時財政対策債臨時財政対策債
111億2,477万円(22.9%)111億2,477万円(22.9%)

教育債教育債
43億2,552万円(8.9%)43億2,552万円(8.9%)

土木債土木債
32億4,121万円(6.7%)32億4,121万円(6.7%)

衛生債ほか衛生債ほか
27億3,587万円(5.6%)27億3,587万円(5.6%)
災害復旧債災害復旧債
1,771万円(0.1%)1,771万円(0.1%)

簡易水道事業債簡易水道事業債
12億   596万円(2.5%)12億   596万円(2.5%)

下水道事業債下水道事業債
88億5,499万円(18.2%)88億5,499万円(18.2%)

農業集落排水事業債ほか農業集落排水事業債ほか
16億4,359万円(3.4%)16億4,359万円(3.4%)

市民1人当たりの市債残高

建　物建　物

308,138㎡308,138㎡

土　地土　地

2,233,4222,233,422㎡㎡

車　両車　両

169台169台

基　　金　79億6,726万円基　　金　79億6,726万円
有価証券　　　　126万円有価証券　　　　126万円
出 資 金　　　7,113万円出 資 金　　　7,113万円

特別会計特別会計

市債の状況市債の状況

企業会計企業会計

市の財産市の財産

57万6,561円

農林水産債農林水産債
10億2,965万円(2.1%)10億2,965万円(2.1%)民生債民生債

5億1,591万円(1.0%)5億1,591万円(1.0%)
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連
結
実
質
赤
字
比
率　

市
の

全
会
計
を
対
象
と
し
た
実
質

赤
字
額
、
ま
た
は
資
金
の
不

足
額
の
標
準
財
政
規
模
に
対

す
る
比
率
。

実
質
公
債
費
比
率　

一
部
事

務
組
合
を
含
め
た
、
一
般
会

計
な
ど
が
負
担
す
る
元
利
償

還
金
と
準
元
利
償
還
金
の
標

準
財
政
規
模
に
対
す
る
比

率
。

将
来
負
担
比
率　

一
部
事
務

組
合
や
第
三
セ
ク
タ
ー
を
含

め
た
、
一
般
会
計
な
ど
が
将

来
負
担
す
べ
き
実
質
的
な
負

債
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す

る
比
率
。

資
金
不
足
比
率　

公
営
企
業

ご
と
の
資
金
不
足
額
の
事
業

規
模
に
対
す
る
比
率
。

【
用
語
解
説
】

標
準
財
政
規
模　

国
県
補
助

金
な
ど
の
特
定
財
源
を
控
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■本市の健全化判断比率
項　目

実質赤字比率
連結実質赤字比率
実質公債費比率
将来負担比率

市の健全化判断比率
－
－
 10.6
102.5

早期健全化基準
  12.46
  17.46
 25.0
350.0

財政再生基準
20.00
35.00
35.00

※実質赤字比率、連結実質赤字比率は、黒字の場合「－」で表記

単位 :％

■本市の資金不足比率
会計名

農業集落排水事業
観光事業
下水道事業
水道事業
簡易水道事業

資金不足比率
－
－
－
－
－

経営健全化基準

20.0

※「資金不足額」が黒字の場合「－」で表記

単位:％

平成22年度決算の概要

災害復旧費
80億6,626万円80億6,626万円
 4億4,343万円（ 5.5%） 4億4,343万円（ 5.5%）

28億    259万円28億    259万円
13億1,180万円（46.8%）13億1,180万円（46.8%）

34億2,464万円34億2,464万円
 7億7,549万円（22.6%） 7億7,549万円（22.6%）13億1,630万円13億1,630万円

13億1,630万円(100.0%）13億1,630万円(100.0%）

 7億7,490万円 7億7,490万円
 7億5,362万円（97.3%） 7億5,362万円（97.3%）

財布の中身は？（P1からの続き）


